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本 県 で 実 施 する事 業

①　実施計画策定等事業
（指定管理鳥獣捕獲等事業計画策定調査委託料）

・　②事業実施計画策定のための調査

・　②事業を評価するための事前・事後調査等

・　事業検討会の開催    （委託先：専門機関等）

②　指定管理鳥獣捕獲等事業

    （指定管理鳥獣捕獲等事業委託料）

・　国有林内鳥獣保護区でのわな猟によるシカ捕獲

    　（委託先：認定鳥獣捕獲等事業者等）

③　効果的捕獲促進事業

④　認定鳥獣捕獲等事業者等の育成

⑤　ジビエ利用拡大を考慮した狩猟者の育成

    （ジビエ利用拡大狩猟者講習会委託料）

・　安全・安心なジビエの流通を図るため、狩猟者を対

象に捕獲方法や衛生管理等の講習会を実施  

    （委託先：専門機関等）

⑥　ジビエ利用拡大のための狩猟捕獲支援

    （ジビエ利用拡大狩猟捕獲支援委託料）

・　狩猟で捕獲したシカ・イノシシを指定した処理施設

に持ち込んだ際の報償金の支払いや、残差の産業廃

棄物としての処理費用を支援

  　（委託先：処理加工施設）

事　業　内　容

令和２年度  指定管理鳥獣捕獲等事業について    

事業概要（高知県） 

高知県鳥獣対策課 

（赤字）は県事業名 

シカ捕獲事業の住み分け 
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② 指定管理鳥獣捕獲等事業 
わな猟による捕獲：森林環境税 

 狩猟＋α （有害捕獲） 

中山間地域 

高標高域 
（国有林内鳥獣保護区） 

県境 
わな通報装置ＩＣＴ活用 

⑤⑥ジビエ利用拡大 

 有害捕獲＋α （狩猟） 

 

 

 

○ ニホンジカ及びイノシシによる農林水産業被害及び自然生態系への影響が深刻化。 

○ 環境省と農林水産省は、2013年にニホンジカ・イノシシの個体数を10年後の2023度までに
半減させる「抜本的な鳥獣捕獲強化対策」を公表。捕獲数の大幅な拡大を図るため、鳥獣法の
改正により創設した指定管理鳥獣捕獲等事業を交付金により支援。 

○ 今後、ニホンジカは半減目標の達成に向けて、なお一層の捕獲を行う必要があるほか、高
密度地域が広範囲に及んでおり、更なる捕獲の強化が必要であることから、従来の都道府県
毎の捕獲等の取り組みに加えて、複数の都道府県が参加する広域協議会を設置し、都道府県
域を越えた広域的な調査や捕獲等を進め、シカの半減目標達成のための取組を促進する。 

○ また、近年特に狩猟者による捕獲数が伸び悩んでいることから、狩猟者による捕獲を緊急
的に支援して、狩猟による集中的な捕獲を行うとともに、速やかに捕獲個体を加工処理場に運
搬して、捕獲個体の利活用を促進する。 

高知県の現状 

目的・背景（環境省） 
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・ H30狩猟者（狩猟免許交付件数）   → 5,911件（うち、わな猟 3,580件） 
・ H30シカ捕獲数（狩猟＋有害等）  → 19,871頭（年間捕獲目標３万頭の66％）  
・ H30狩猟によるシカ捕獲 8,006頭 → わな猟が88％（7,039頭） 
・ シカのジビエへの利用率  → わずか２％程度 
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シカ個体数調査について 

鳥獣対策課（R1.11.21） 

 令和２年度 令和元年度 

予算 （入）17,000千円 （入）1,538千円 

推計手法 

(ベイズ推計) 

●２年度の糞塊法・糞粒法調査データ 

 

 

 

●元年度までの捕獲数等のデータを使用 

 

 

●令和元年度末時点の生息数を推定 

 

※ 県内全域(ＡＢＣ管理ユニット)の個体

数推計（過去～未来） 

※ 広い範囲の推計に便利 

 

●28 年度 65 ルートと元年度２ルートの糞

塊法調査データ 

※データが古い（３年前のデータ） 

 

●30年度までの捕獲数等のデータを使用 

 

 

●平成30年度末時点の生息数を推定 

推計手法 

(糞粒法) 

●狭い範囲（１km2程度）のその時点の生息

数・密度指標（頭/km2）を示す。 

●地点数が多いことで、県内のシカ分布の

範囲（広がり・その地点の密度）をみるこ

とが可能（110地点）。 

 

 

※ 26年度（県内110地点）を最後に未実施 

糞塊法調査 70ルート 

元年度に使用した67ルートの再調査 

高知県中央部で３ルート新設 

 

２ルート（本川・越知） 

※ 最近、シカの増加（出現）が問題となっ

た（報道された）箇所を追加調査する。 

 

糞粒法調査 110地点 

26年度の調査地点を再調査 

 

※ ベイズ推計の精度向上に活用 

 

 

管理計画への 

活用 

●現計画（年間捕獲目標３万頭）の見直し 

●第４期（H29年４月～R４年３月）の更新 

・令和３年１月 特定鳥獣管理計画検討会 

・令和３年２月 環境審議会（諮問） 

    関係省庁、市町村、隣県等との協議  

    パブリックコメント 

    意見集約（意見反映） 

・令和４年２月 環境審議会（答申） 

・令和４年３月 公告 

・令和４年４月 施行（第５期） 

 

※ ３年度に実施していては「環境審議会

(答申)」に間に合わない。 

第５期（R４年４月～R９年３月）に活用す

るにはデータが古い 

 

※ 第４期管理計画には 26 年度までの糞粒

法調査結果を活用した。 

令和２年度以降

への活用 

後年の糞塊法調査を省いて、２年度以降の

捕獲数等のデータを加えて、再度ベイズ推

計のみを実施（経費削減）することも可能。 

（ただし、精度を考慮すると令和５年度あ

たりまで） 
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担当課・係名

担当者

内線

R２(予算額)

3,586 

森林環境税 3,586 

一般財源 　

その他

事業内容（手段）

環境共生課（自然保護・公園）

宮地

3214

事業費の推移

総事業費（千円）

大区分 県民のみなさんの森林への理解と関わりを深め広げる事業

小区分 県民の主体的活動の支援

 現況と課題（これまでの経過や事業実施の背景） 事業開始年度

・令和元年度県民世論調査において「生物多様性の確保や外来種対策、貴重な動植物の保
護」や「多様な自然とのふれあいの確保」といった自然や動植物の保護に対する関心が13
年前より低くくなっているという結果が出たため、自然や動植物の保護について普及・啓
発の必要がある。　
・「高知県希少野生動植物保護条例」という希少野生動植物を保護する条例が県民に浸透
しているとは言い難い。

 目的とねらい（成果）

県内各地で企画展を実施し、高知県内に生息・生育する希少野生動植物を県民に広く周知
し、身近な自然や生きものへの関心を高める。

 対象（誰、何を対象とするのか）

県民

令和２年度　森林環境税活用事業事業評価シート① （当初・中間・実績）

①

事 業 名
・細目事業名：　希少動植物保護対策事業
・細々目事業名：希少野生動植物保護対策事業
・当該事業名：　希少野生動植物普及啓発事業等委託料

②

財源内訳

③ 主な事業内容
１）希少野生動植物に係る企画展の開催
２）希少野生動植物普及啓発パンフレット作成

④

⑤

⑥

⑦

（１）希少野生動植物に係る企画展の開催
県内4カ所（予定）において企画展を巡回開催する。
資料は、希少野生動植物に係る展示パネル（A0判8枚程度）、写真、現物展示等とする。
また、各会場にはアンケート調査票を配置し、希少野生動植物種及び外来種等についての理解の状況
を把握する。

（２）希少野生動植物普及啓発パンフレット作成
本県における希少野生動植物の周知を図るための広報パンフレットを作成し、企画展会場、各市町
村、量販店、道の駅等に設置する。
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担当課・係名 環境共生課（自然保護・公園）

担当者 宮地

内線 3214

Ｒ２目標値 Ｒ２中間値 Ｒ２実績値 Ｒ１実績 評価の項目 説明

算定式 　

算定式 　

算定式 　

算定式 　

算定式
企画展事業費÷企画展回数
＝2,706,790円÷４回

算定式
パンフレット作成事業費÷
作成部数
＝879,210円÷1万部

今後の方向性

指標の種類 指標名/算定式 評価の結果

企画展開催回数

パンフレット発行部数

アンケート回答数

　

企画展一回当たりの経費

一部当たりの経費（円）

総合評価 説　　明（担当課記入欄） 見直しの具体的方策に関する意見等（委員記入欄）

令和２年度　森林環境税活用事業評価シート② （当初・中間・実績）

Ⅰ 活動指標

（アウトプット）

４回 新規
Ⅰ 妥当性

（実施主体・手段等

は妥当か）


Ａ．妥当である

Ｂ．概ね妥当である

Ｃ．あまり妥当でない

Ｄ．妥当ではない
10,000部 新規

Ⅱ 成果指標

（アウトカム）

400人 新規
Ⅱ 成果

（意図した成果は上
がっているか）


Ａ．上がっている

Ｂ．概ね上がっている

Ｃ．あまり上がっていな
い

Ｄ．上がっていない

Ⅲ 効率指標

（事業コスト）

676,697円

Ⅲ 効率性

（コスト面からみた

効率性はどうか）


Ａ．高い

Ｂ．概ね高い

Ｃ．あまり高くない

Ｄ．高くない
87円

⑩ ⑪

 Ａ



 Ｂ



 Ｃ



 Ｄ

　
　現状のまま継続


　　事業を拡大


　　事業を縮小


　　休廃止を検討


　　改善のうえ継続

⑧ ⑨

　 

9



10




